
 

件   名  亀山市個人情報保護条例の一部
を改正する条例  

企画総務部 
総務法制室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

社会保障、税及び災害対策分野における行政運営の効率化を図り、国民に

とって利便性の高い、公平・公正な社会を実現するための社会基盤として、

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律」（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」といいます。）に基づく社

会保障・税番号制度が導入されます。  

番号法において、地方公共団体は、特定個人情報（個人番号をその内容に

含む個人情報）の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものと

されています。また、地方公共団体が保有する特定個人情報の開示、訂正、

利用の停止、消去及び提供の停止を実施するために必要な措置を講ずるもの

とされています。  

これらに対応するため、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）番号法において定義されている「特定個人情報」、「情報提供等記録」

などの用語について、番号法と同様の定義を行います。また、「個人情

報」などの用語について、番号法と整合を図るため意義を改正します。  

                ＜第２条関係＞

（２）実施機関は、新たに特定個人情報ファイルを作成し、又は取得しようと

するときは、あらかじめ特定個人情報ファイルの名称、特定個人情報の利

用目的等の事項を市長に届け出なければならないこととします。また、市

長は、当該届出に係る事項を記載した帳簿を作成し、一般の閲覧に供する

ものとします。 ＜第７条及び第８条関係＞  

（３）特定個人情報の目的外利用と提供については、従来の個人情報よりも厳

しく制限を行う規定を設けることから、個人情報の目的外利用等の制限に

ついては、特定個人情報を対象外とすることとします。また、実施機関

は、個人情報の目的外利用等を行うときは、本人又は第三者の権利利益を

不当に侵害してはならないこととします。 ＜第１１条関係＞  

 
 



 

（４）特定個人情報の目的外利用については、「人の生命、身体又は財産の保

護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意

を得ることが困難であるとき」に限ることとします。  

  ＜新第１１条の２関係＞

（５）特定個人情報の外部提供を原則として禁止し、番号法第１９条各号に規

定する場合にのみ提供できることとします。   ＜新第１１条の３関係＞  

（６）何人も、自己を本人とする保有特定個人情報について、自己を本人とす

る保有個人情報（以下「自己情報」といいます。）と同様に開示などを請

求することができることとし、本人、法定代理人及び任意代理人による請

求を認めることとします。また、何人も、番号法に違反している場合に、

特定個人情報の利用の停止、消去及び提供の停止を請求することができる

こととします。 ＜第１４条から第１６条まで関係＞  

（７）特定個人情報に係る自己情報の開示、自己情報の記録の訂正などの請求

は、当該請求があった日から３０日以内とします。また、やむを得ない理

由により期間内に決定することができないときは、請求があった日の翌日

から起算して６０日を限度として延長することができる旨を明記します。  

                ＜第１７条関係＞

（８）実施機関は、自己情報の記録（情報提供等記録を除く。）の訂正又は削

除をした場合において、必要があると認めるときは、当該記録の提供先に

対し、遅滞なく、その旨を書面により通知するものとします。また、情報

提供等記録の訂正又は削除をした場合において、必要があると認めるとき

は、総務大臣及び番号法第１９条第７号に規定する情報照会者又は情報提

供者（当該訂正又は削除に係る情報提供等記録に記録された者であって、

当該実施機関以外のものに限る。）に対し、遅滞なく、その旨を書面によ

り通知するものとします。 ＜第１８条関係＞  

（９）開示請求に対し、当該開示請求に係る自己情報が存在しているか否かを

答えるだけで、非開示情報（法令等の規定などにより開示できない情報）

を開示することとなるときは、当該自己情報の存否を明らかにしないで、

当該開示を拒否することができることとします。   ＜新第１９条の２関係＞

 
 



 

（１０）番号法において特定個人情報は、情報提供等記録の閲覧ができるた

め、他の制度との調整の規定を適用しないこととします。  

  ＜第２２条関係＞

３ その他  

  施行日は、平成２７年１０月５日とします。ただし、一部の改正規定の施

行日は、次のとおりとします。  

・（１）用語の定義の改正規定･･･公布の日  

・（８）情報提供等記録の改正規定･･･番号法附則第１条第５号に掲げる規定

の施行の日  

 



亀山市個人情報保護条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

  平成２７年９月２９日  

       亀山市長  櫻  井  義  之  

亀山市条例第３１号  

 

   亀山市個人情報保護条例の一部を改正する条例  

 

亀山市個人情報保護条例（平成１７年亀山市条例第２０号）の一

部を次のように改正する。  

題名の次に次の目次及び章名を付する。  

目次  

第１章  総則（第１条－第５条）   

第２章  個人情報の適正な取扱いの確保（第６条－第１３条）  

第３章  自己情報の開示請求等（第１４条－第２２条）  

第４章  不服申立て（第２３条・第２４条）  

第５章  雑則（第２５条－第２８条）  

附則  

   第１章  総則  

 第２条第１号中「個人及び法人その他の団体に関する情報のうち、

特定の個人が識別され、又は識別され得る情報で文書、図画、写真、

フィルム、磁気テープ及び磁気ディスクその他これらに類するもの

に記録されるもの又は記録されたもの」を「個人に関する情報であ

って、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することが

でき、それにより特定の個人を識別することができることとなるも

のを含む。）」に改め、同条中第３号を削り、第４号を第３号とし、

第５号を第４号とし、同条に次の６号を加える。  

（５）保有個人情報  実施機関の職員が職務上作成し、又は取得し

た個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用する

ものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、



公文書（亀山市情報公開条例（平成１７年亀山市条例第１９号）

第２条第２項に規定する公文書をいう。以下同じ。）に記録さ

れているものに限る。  

（６）個人情報ファイル  保有個人情報を含む情報の集合物であっ

て、次に掲げるものをいう。  

ア  一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を

電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構

成したもの  

イ  アに掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するため

に氏名、生年月日、その他の記述等により特定の保有個人情

報を容易に検索することができるように体系的に構成したも

の  

（７）特定個人情報  行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下

「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報を

いう。  

（８）保有特定個人情報  実施機関の職員が職務上作成し、又は取

得した特定個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に

利用するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。

ただし、公文書に記録されているものに限る。  

（９）特定個人情報ファイル  番号法第２条第９項に規定する特定

個人情報ファイルをいう。  

（１０）情報提供等記録  番号法第２３条第１項及び第２項に規定

する記録に記録された特定個人情報をいう。  

 第５条の次に次の章名を付する。  

   第２章  個人情報の適正な取扱いの確保  

 第７条第１項各号列記以外の「個人情報ファイル」の次に「（特

定個人情報ファイルを含む。以下この条及び次条において同じ。）」

を加える。  



第１１条の見出し中「個人情報」を「特定個人情報以外の個人情

報」に改め、同条第１項中「、個人情報」の次に「（特定個人情報

を除く。以下この条において同じ。）」を加え、「超えて個人情報」

を「超えて保有個人情報」に改め、同条第２項中「行ったときは、

速やかにその旨をその本人に通知しなければならない」を「行うと

きは、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害してはならない」に

改め、ただし書を削り、同条の次に次の２条を加える。  

（特定個人情報の目的外利用の制限）  

第１１条の２  実施機関は、特定個人情報の取扱いに係る事務の目

的の範囲を超えて保有特定個人情報を利用してはならない。  

２  前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財

産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、

又は本人の同意を得ることが困難であると認めるときは、特定個

人情報の取扱いに係る事務の目的の範囲を超えて保有特定個人情

報（情報提供等記録を除く。以下この条において同じ。）を利用

することができる。ただし、特定個人情報の取扱いに係る事務の

目的の範囲を超えて利用することによって、本人又は第三者の権

利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この

限りでない。  

（特定個人情報の提供の制限）  

第１１条の３  実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当

する場合を除き、保有特定個人情報を提供してはならない。  

 第１３条の次に次の章名を付する。  

   第３章  自己情報の開示請求等  

 第１４条第１項中「本人は」を「何人も」に、「公文書に記録さ

れている自己情報の記録の本人に係る部分」を「自己を本人とする

保有個人情報（以下「自己情報」という。）」に改め、同条第２項

中「又は成年被後見人の法定代理人」を「若しくは成年被後見人の

法定代理人又は本人の委任による代理人（以下「代理人」と総称す

る。）」に改める。  



 第１５条第１項中「本人又は当該本人に係る前条第２項に規定す

る法定代理人（以下「本人等」という。）は、当該本人に係る」を

「何人も、」に改め、同条第２項中「本人等は」を「何人も」に改

め、「超えて自己情報」の次に「（特定個人情報を除く。）」を加

え、同条第３項中「本人等は」を「何人も」に改め、「規定によら

ないで」の次に「自己情報の」を加え、同条に次の２項を加える。  

４  何人も、自己を本人とする特定個人情報（情報提供等記録を除

く。以下この項において同じ。）が次の各号のいずれかに該当す

ると思料するときは、この条例の定めるところにより、当該特定

個人情報を保有する実施機関に対し、当該各号に定める措置を請

求することができる。ただし、当該特定個人情報の利用の停止、

消去又は提供の停止（以下「利用停止等」という。）に関して法

令等の規定により特別の手続が定められているときは、この限り

でない。  

（１）当該特定個人情報を保有する実施機関により適法に取得され

たものでないとき、当該特定個人情報の利用の目的の達成に必

要な範囲を超えて保有されているとき、第１１条の２の規定に

違反して利用されているとき、番号法第２０条の規定に違反し

て収集され、若しくは保管されているとき、又は番号法第２８

条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに記録さ

れているとき  当該特定個人情報の利用の停止又は消去  

（２）第１１条の３の規定に違反して提供されているとき  当該特

定個人情報の提供の停止  

５  前条第２項の規定は、前各項に規定する請求の場合に準用する。  

 第１６条中「、訂正、削除又は目的外利用等の中止」を「、自己

情報の記録の訂正若しくは削除、目的外利用等の中止又は利用停止

等」に、「本人等であること」を「本人であること（第１４条第２

項（前条第５項において準用する場合を含む。）の規定による請求

にあっては、その代理人であること）」に改め、同条第４号中「前

３号」を「前各号」に改める。  



 第１７条第１項中「１５日以内」の次に「（特定個人情報に係る

自己情報の開示又は自己情報の記録の訂正若しくは利用停止等の請

求にあっては、当該請求があった日から３０日以内）」を加え、同

条第２項中「決定をすることができないときは、」の次に「請求の

あった日の翌日から起算して６０日を限度として」を加える。  

 第１８条の見出し中「実施及び方法」を「実施等」に改め、同条

第１項中「（亀山市情報公開条例（平成１７年亀山市条例第１９号）

第２条第２項に規定する公文書をいう。以下同じ。）」を削り、同

条第４項中「又は目的外利用等の中止」を「、目的外利用等の中止

又は利用停止等」に改め、同条に次の２項を加える。  

５  実施機関は、前項の規定により自己情報の記録（情報提供等記

録を除く。）の訂正又は削除をした場合において、必要があると

認めるときは、当該記録の提供先に対し、遅滞なく、その旨を書

面により通知するものとする。  

６  実施機関は、第４項の規定により情報提供等記録の訂正又は削

除をした場合において、必要があると認めるときは、総務大臣及

び番号法第１９条第７号に規定する情報照会者又は情報提供者

（当該訂正又は削除に係る情報提供等記録に記録された者であっ

て、当該実施機関以外のものに限る。）に対し、遅滞なく、その

旨を書面により通知するものとする。  

第１９条中「該当するもの」の次に「（以下「非開示情報」とい

う。）」を加え、同条第２号中「その本人等に」を削り、同条第３

号及び第５号から第７号まで中「本人等に」を削り、同条の次に次

の１条を加える。  

（自己情報の存否に関する情報）  

第１９条の２  開示請求に対し、当該開示請求に係る自己情報が存

在しているか否かを答えるだけで、非開示情報を開示することと

なるときは、実施機関は、当該自己情報の存否を明らかにしない

で、当該開示請求を拒否することができる。  

第２０条中「前条」を「第１９条」に改める。  



 第２２条第１項中「法令等に」の次に「自己情報（特定個人情報

を除く。）の」を加え、同条の次に次の章名を付する。  

   第４章  不服申立て  

 第２４条の次に次の章名を付する。  

   第５章  雑則  

附  則  

 この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１）第２条の改正規定  公布の日  

（２）第１８条に２項を加える改正規定  行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）附則第１条第５号に掲げる規定の施行の日  


